
収を行ったものの、検収チェックリストにおいて工事関係図書との整合性を確認するとしていたの

に、その確認が十分でなく、フレキシブル管が設置されていないことを把握していなかった。

このように、本件設備に係る配管にはフレキシブル管が設置されておらず、告示において定められ

た伸縮継手等を設けるなどの有効な損傷防止のための措置が講じられていなかった（参考図参照）。

したがって、本件設備に係る配管（工事費相当額 11,492,343円、補助対象事業費同額）は、施工が適

切でなかったため、地震等の発生時には管の伸縮その他の変形により損傷し、本件設備により加熱し

た水を温浴施設内の貯湯タンク等の設備に供給できなくなるおそれがある状態となっていて、これに

係る国庫補助金相当額 7,661,562円が不当と認められる。

このような事態が生じていたのは、事業主体において適切に検収を行うことの重要性についての理

解が十分でなかったこと、法人において適切に検収を行うことに関する事業主体への指導が十分でな

かったことなどによると認められる。

（参 考 図）

本件設備に係る配管の概念図

フレキシブル管

フレキシブル管

温浴施設

建築物導入部

フレキシブル管が設置
されていなかった。

基礎が低下してい
るように見受けら
れ、不等沈下する
可能性がある。

温
浴
施
設
内
の
設
備

温浴施設の基礎

本件設備が温浴施設の基礎とは異
なる基礎の上に設置されることに
より、地震等の発生時に各基礎が
異なる挙動をする可能性がある。 

本件設備の基礎

本件
設備配管

意見を表示し又は処置を要求した事項

（ 1） 中小企業等事業再構築促進事業の実施に当たり、処分制限財産は原則として事業計画
書に記載された事業再構築にのみ使用する必要があることなどを事業主体に対して周
知するとともに、処分制限財産の使用状況を的確に把握するための方策を検討し、ま
た、事業化状況等報告書における報告方法を見直すよう意見を表示したもの

（令和 7年 10月 27日付けで中小企業庁長官及び独立行政法人中小企業基盤整備
機構理事長宛てに意見を表示したものの全文は、471ページの独立行政法人中
小企業基盤整備機構の項に掲記）
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